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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期及び平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。 

３ 潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は記載しておりません。 

  

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 22,509 25,379 27,047 49,043 53,255

経常利益 (百万円) 1,274 1,461 1,446 3,067 3,285

中間(当期)純利益 (百万円) 1,021 1,068 333 2,386 1,799

純資産額 (百万円) 32,677 35,872 37,537 35,178 37,145

総資産額 (百万円) 54,156 57,940 61,559 57,238 60,764

１株当たり純資産額 (円) 1,667.46 1,819.10 1,910.71 1,793.27 1,891.75

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 51.70 54.53 17.11 119.16 92.05

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 60.3 61.5 60.5 61.5 60.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,062 1,843 2,072 3,814 5,333

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,777 △2,380 △4,149 △4,681 △4,137

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △495 △237 △230 △780 364

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 7,912 5,965 6,408 6,763 8,499

従業員数 (名) 2,862 3,038 3,311 2,920 3,112



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期及び平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。 

３ 提出会社の「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利

益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

回次 第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 20,781 22,420 23,123 43,933 46,258

経常利益 (百万円) 489 807 470 1,394 1,945

中間(当期)純利益 (百万円) 418 544 524 1,010 683

資本金 (百万円) 3,364 3,364 3,364 3,364 3,364

発行済株式総数 (千株) 19,995 19,995 19,995 19,995 19,995

純資産額 (百万円) 28,047 29,249 29,334 29,224 29,429

総資産額 (百万円) 48,481 50,198 51,783 50,243 51,854

１株当たり配当額 (円) 8.00 8.00 9.00 16.00 17.00

自己資本比率 (％) 57.8 58.3 56.7 58.2 56.7

従業員数 (名) 1,144 1,160 1,214 1,125 1,161



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当企業集団が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関

係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

(合併) 

(1) 持分法適用関連会社の西川化成株式会社は平成19年４月１日にジー・ピー・ダイキョー株式会社を吸収合併し、

ダイキョーニシカワ株式会社となりました。 

(2) 連結子会社のニシカワ・オブ・アメリカInc.は、同社100％出資の連結子会社であるニシカワ・エンジニアリン

グ・オブ・アメリカInc.を平成19年７月２日に吸収合併いたしました。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

自動車用部品 3,094 

一般産業資材 185 

全社 32 

合計 3,311 

従業員数(名) 1,214 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における国内経済は、原油価格の高騰や金利水準の上昇傾向など不安定要因がありました

が、堅調な企業収益の下支えによる設備投資の増加、企業の採用意欲の高まりに伴う雇用情勢の改善や個人消費の

回復等を背景に、景気は総じて緩やかな回復基調で推移しました。世界経済においては、欧州およびアジアでは概

ね堅調に推移しましたが、後半に至っては、米国の住宅ローン問題や為替の急激な変動もあり、先行き不透明感が

強まってまいりました。 

このような状況下におきまして、当企業集団は主力の自動車用部品事業を中心に海外拠点の生産や販売の能力拡

大を図るとともに、継続活動として取り組んでおりますリードタイム短縮による原価低減活動を推進し、企業体質

の強化に努めてまいりました。この結果、当中間連結会計期間の売上高は270億47百万円(前年同期比6.6％増)とな

りました。利益につきましては、海外連結子会社の業績向上はみられたものの、減価償却費や修繕費の増加等によ

り、経常利益は14億46百万円(前年同期比1.0％減)、中間純利益は、特別損失の計上により３億33百万円(前年同期

比68.8％減)となりました。これは、持分法適用関連会社の西川化成株式会社が、平成19年４月１日にジー・ピー・

ダイキョー株式会社と合併(合併後の新会社名は、ダイキョーニシカワ株式会社)したことにより持分変動損失が発

生したものであります。 

① 事業の種類別セグメントの業績 

(自動車用部品) 

国内各自動車メーカーの輸出や海外生産が引き続き堅調に推移したことにより、当中間期の売上高は245億19百万

円(前年同期比6.1％増)となりました。営業利益は減価償却費の増加等がありましたが９億12百万円(前年同期比

8.4％増)となりました。 

(一般産業資材) 

化粧用パフが低調に推移したものの住宅関連製品は堅調に推移し、売上高は25億28百万円(前年同期比11.6％増)

となり、営業利益は32百万円(前年同期比18.9％増)となりました。 

② 所在地別セグメントの業績 

(日本) 

国内の自動車生産台数が伸び悩んだことにより、国内自動車メーカー向けの売上が横ばいとなった結果、売上高

は222億62百万円(前年同期比0.8％増)、営業利益は３億17百万円(前年同期比47.6％減)となりました。 

(アジア) 

タイ、中国における自動車生産は引き続き好調を維持し受注が増加しました。この結果、自動車用部品の売上高

は40億51百万円(前年同期比50.4％増)となり、営業利益は５億80百万円(前年同期比195.5％増)の大幅な増加となり

ました。 

(その他の地域) 

北米向けの自動車用部品の売上が増加したことにより、売上高は７億34百万円(前年同期比23.9％増)、営業利益

は65百万円(前年同期比23.5％増)となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ税金等調整前中間純利益は減少しましたが、減価償却費

の増加や持分変動損失の発生などがあり、２億29百万円増加し、20億72百万円の資金の増加となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、本社新社屋建設に伴う有形固定資産の取得などがあり、前年同期に比べ

支出が17億69百万円増加し、41億49百万円の資金の減少となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金支払の増加などがありましたが、前年同期に比べ支出は７百万円

減少し、２億30百万円の資金の減少となりました。 

これらの結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ20億91百

万円減少し、64億８百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 生産実績には、外注先に委託した生産分を含んでおります。 

２ 金額は、販売価額により表示しております。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当企業集団は、各自動車メーカーをはじめとして納入先より四半期毎および翌月の生産計画の内示を受け、見込

生産を行っているため、受注状況に該当する事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 前年同期比増減 

(△減)(％) 

金額(百万円) 金額(百万円)

自動車用部品 23,342 24,379 4.4 

一般産業資材 2,377 2,537 6.7 

合計 25,719 26,916 4.7 

事業の種類別 
セグメントの名称 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 前年同期比増減

(△減)(％) 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

自動車用部品 23,113 91.1 24,519 90.7 6.1

一般産業資材 2,266 8.9 2,528 9.3 11.6

合計 25,379 100.0 27,047 100.0 6.6

区分 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 区分

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

金額(百万円) 比率(％) 金額(百万円) 比率(％) 

マツダ㈱ 3,355 13.2 マツダ㈱ 3,473 12.8

本田技研工業㈱ 2,912 11.5 本田技研工業㈱ 3,052 11.3

トヨタ自動車㈱ 2,871 11.3 トヨタ自動車㈱ 2,827 10.5



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当企業集団の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当企業集団における研究開発活動は当社が行っており、シール・アンド・フォームの専門メーカーとして先端技術

の開発や設計ノウハウの集積を行うとともに、既存分野外の幅広い技術開発に取り組んでおります。なお、当中間連

結会計期間における研究開発費の総額は１億12百万円であります。事業の種類別セグメントの研究開発活動の状況は

次のとおりであります。 

  

(1) 自動車用部品 

近年は軽量化、音性能、外観性、環境対応などに重点を置いたウエザーストリップおよび周辺用途の開発に注力

しております。 

地球環境問題であるＣＯ2の削減を推進するため、自動車燃費向上を目的として、部品の更なる軽量化を図るべ

く、鋼材の樹脂化およびゴム・プラスチックの発泡化などの各種手法を駆使した技術を開発中であります。 

また、車室内における揮発性有機化合物(ＶＯＣ)削減のため、製品に使用されている各種該当資材の代替に取り

組んでおります。 

なお、当事業に係る研究開発費は51百万円であります。 

  

(2) 一般産業資材 

産官学連携による「地域新生コンソーシアム研究開発事業」の成果を活かし、バイオベースポリマー(植物由来の

樹脂)であるポリ乳酸素材を用いた製品の実用化を図るべく活動しております。 

また、バイオ関連技術の開発と商品化、天然素材の発泡化技術と商品化、天然多糖の食品機能探索と商品化な

ど、新規分野の研究開発にも引き続き取り組んでおります。 

なお、当事業に係る研究開発費は60百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

老朽化のため、各種リスク低減およびオフィス環境の整備による業務効率の向上を図るために建設しておりました

当社本社ビル(広島市西区、全社統括業務、販売業務)が平成19年９月に外構工事等を残し完成し、業務を開始してお

ります。これに係る建物及び構築物の取得価額は11億88百万円であります。なお、外構工事等の完成は平成19年12月

の予定であります。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 48,343,000

計 48,343,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月20日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 19,995,387 19,995,387
東京証券取引所 

(市場第二部) 

株主としての権利
内容に制限のな
い、標準となる株
式 

計 19,995,387 19,995,387 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日 

― 19,995 ― 3,364 ― 3,661



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式740株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

西 川 正 洋 広島市西区 2,722 13.62

株式会社広島銀行 広島市中区紙屋町一丁目３―８ 957 4.79

西 川 泰 央 広島市西区 942 4.71

株式会社ハイレックスコーポレ
ーション 

兵庫県宝塚市栄町一丁目12―28 757 3.79

西川ゴム工業取引先持株会 広島市西区三篠町二丁目２―８ 747 3.74

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５―33 626 3.13

株式会社山口銀行 山口県下関市竹崎町四丁目２―36 544 2.72

ニッセイ同和損害保険株式会社 大阪市北区西天満四丁目15―10 540 2.70

西川ゴム工業株式会社 広島市西区三篠町二丁目２―８ 499 2.50

西川ゴム工業社員持株会 広島市西区三篠町二丁目２―８ 428 2.14

計 ― 8,765 43.84

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

499,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

19,302,000 
19,302 ― 

単元未満株式 
普通株式 

194,387 
― ― 

発行済株式総数 19,995,387 ― ― 

総株主の議決権 ― 19,302 ― 



② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの、役員の異動は、次のとおりであります。 

(1) 役職の異動 

  

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
西川ゴム工業株式会社 

広島市西区三篠町 
二丁目２番８号 

499,000 ― 499,000 2.50

計 ― 499,000 ― 499,000 2.50

月別 
平成19年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,600 1,581 1,600 1,600 1,549 1,523

最低(円) 1,542 1,490 1,470 1,500 1,353 1,376

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役 
品質保証本部長 

取締役 
品質保証本部長兼環境管理部長 

福 山 弘 二 平成19年９月１日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計期間(平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は金融商品取引法第193

条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間

監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    5,977 6,420   8,510 

２ 受取手形及び売掛金 ※１  11,807 12,961   12,419 

３ たな卸資産    3,747 4,050   4,059 

４ 繰延税金資産    455 509   519 

５ その他    1,215 635   522 

貸倒引当金    △6 △6   △7 

流動資産合計    23,197 40.0 24,571 39.9   26,023 42.8

Ⅱ 固定資産          

(1) 有形固定資産          

１ 建物及び構築物   12,865   15,280 12,978   

減価償却累計額   8,554   8,734 8,606   

    4,311   6,546 4,372   

２ 機械装置及び 
  運搬具   35,809   37,634 36,391   

減価償却累計額   27,003   28,150 27,447   

    8,805   9,484 8,944   

３ 工具器具及び備品   13,254   14,340 13,582   

減価償却累計額   11,236   11,980 11,518   

    2,017   2,360 2,063   

４ 土地   3,393   3,426 3,424   

５ 建設仮勘定   1,306 19,834 1,997 23,814 2,300 21,105 

(2) 無形固定資産          

１ 借地権   340   340 340   

２ その他   744 1,085 538 879 542 883 

(3) 投資その他の資産          

１ 投資有価証券   12,949   11,542 12,020   

２ 長期貸付金   56   40 51   

３ 繰延税金資産   184   134 93   

４ その他   633   581 590   

貸倒引当金   △2 13,822 △4 12,294 △4 12,752 

固定資産合計    34,742 60.0 36,988 60.1   34,740 57.2

資産合計    57,940 100.0 61,559 100.0   60,764 100.0

           



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金 ※１  7,174 7,680   7,412 

２ 短期借入金    5,011 4,758   4,577 

３ 未払金    673 1,089   504 

４ 未払法人税等    278 263   505 

５ 未払消費税等    139 29   208 

６ 賞与引当金    810 840   810 

７ 製品保証引当金    54 211   205 

８ 設備支払手形    982 978   997 

９ その他    1,185 1,335   1,282 

流動負債合計    16,309 28.2 17,185 27.9   16,504 27.2

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金    2,426 3,604   3,795 

２ 繰延税金負債    452 333   420 

３ 退職給付引当金    2,588 2,603   2,610 

４ 役員退職慰労引当金    266 280   269 

５ 負ののれん    18 11   15 

６ その他    5 3   4 

固定負債合計    5,757 9.9 6,836 11.1   7,114 11.7

負債合計    22,067 38.1 24,022 39.0   23,619 38.9

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    3,364 3,364   3,364 

２ 資本剰余金    3,662 3,662   3,662 

３ 利益剰余金    27,599 28,333   28,175 

４ 自己株式    △387 △513   △506 

株主資本合計    34,239 59.1 34,847 56.6   34,696 57.1

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    1,907 1,781   2,220 

２ 為替換算調整勘定    △514 621   △26 

評価・換算差額等 
合計    1,393 2.4 2,403 3.9   2,193 3.6

Ⅲ 少数株主持分    239 0.4 287 0.5   254 0.4

純資産合計    35,872 61.9 37,537 61.0   37,145 61.1

負債及び純資産合計    57,940 100.0 61,559 100.0   60,764 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    25,379 100.0 27,047 100.0   53,255 100.0

Ⅱ 売上原価    21,157 83.4 22,608 83.6   44,150 82.9

売上総利益    4,221 16.6 4,439 16.4   9,104 17.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

１ 荷造運搬費   1,407   1,384 2,587   

２ 製品保証引当金 
  繰入額   42   28 55   

３ 給料賞与   539   596 1,152   

４ 賞与引当金繰入額   129   134 113   

５ 役員退職慰労引当金 
  繰入額   21   25 42   

６ 退職給付費用   69   48 122   

７ 減価償却費   36   65 80   

８ 研究開発費   126   112 270   

９ その他   980 3,353 13.2 1,097 3,494 12.9 2,163 6,587 12.4

営業利益    868 3.4 944 3.5   2,517 4.7

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   20   60 54   

２ 受取配当金   55   67 96   

３ 受入賃貸料   5   17 13   

４ 持分法による 
  投資利益   587   392 662   

５ 為替差益   ―   30 18   

６ 雑収入   89 758 3.0 74 642 2.4 175 1,021 1.9

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   55   68 112   

２ 固定資産除却損   32   51 124   

３ 為替差損   67   ― ―   

４ 雑損失   11 166 0.7 20 140 0.5 16 253 0.4

経常利益    1,461 5.7 1,446 5.4   3,285 6.2

Ⅵ 特別利益          

１ 退職給付引当金 
  戻入益   ―   2 ―   

２ 貸倒引当金戻入益   4   1 0   

３ 固定資産売却益 ※１ ―   465 ―   

４ 前期損益修正益   ― 4 0.0 ― 468 1.7 59 60 0.1

Ⅶ 特別損失          

１ 投資有価証券評価損   29   1 29   

２ 固定資産売却損   0   ― ―   

３ 固定資産除却損 ※２ 23   58 335   

４ 製品保証引当金繰入   ―   ― 150   

５ ゴルフ会員権評価損   ―   ― 1   

６ 持分変動損失 ※３ ― 53 0.2 1,073 1,133 4.2 ― 517 1.0

税金等調整前 
中間(当期)純利益    1,412 5.5 782 2.9   2,828 5.3

法人税、住民税 
及び事業税   334   275 946   

過年度法人税、 
住民税及び事業税   ―   ― 64   

法人税等調整額   4 338 1.3 157 432 1.6 5 1,016 1.9

少数株主利益    5 0.0 15 0.1   11 0.0

中間(当期)純利益    1,068 4.2 333 1.2   1,799 3.4

           



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

項目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,364 3,662 26,730 △378 33,378 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △156   △156 

 役員賞与     △41   △41 

 中間純利益     1,068   1,068 

 自己株式の取得       △9 △9 

 自己株式の処分   0   0 0 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― 0 869 △8 861 

平成18年９月30日残高(百万円) 3,364 3,662 27,599 △387 34,239 

項目 
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,226 △426 1,799 231 35,409 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当         △156 

 役員賞与         △41 

 中間純利益         1,068 

 自己株式の取得         △9 

 自己株式の処分         0 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △319 △87 △406 8 △398 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △319 △87 △406 8 462 

平成18年９月30日残高(百万円) 1,907 △514 1,393 239 35,872 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

項目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 3,364 3,662 28,175 △506 34,696 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △175   △175 

 中間純利益     333   333 

 自己株式の取得       △7 △7 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

    158 △7 150 

平成19年９月30日残高(百万円) 3,364 3,662 28,333 △513 34,847 

項目 
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 2,220 △26 2,193 254 37,145 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当         △175 

 中間純利益         333 

 自己株式の取得         △7 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △438 647 209 32 241 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △438 647 209 32 392 

平成19年９月30日残高(百万円) 1,781 621 2,403 287 37,537 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

項目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,364 3,662 26,730 △378 33,378 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当     △313   △313 

 役員賞与     △41   △41 

 当期純利益     1,799   1,799 

 自己株式の取得       △128 △128 

 自己株式の処分   0   0 1 

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額) 

    0   0 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 

― 0 1,445 △127 1,318 

平成19年３月31日残高(百万円) 3,364 3,662 28,175 △506 34,696 

項目 
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 2,226 △426 1,799 231 35,409 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当         △313 

 役員賞与         △41 

 当期純利益         1,799 

 自己株式の取得         △128 

 自己株式の処分         1 

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額) △6 400 393 23 417 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △6 400 393 23 1,735 

平成19年３月31日残高(百万円) 2,220 △26 2,193 254 37,145 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 1,412 782 2,828

２ 減価償却費  1,566 1,929 3,392

３ 貸倒引当金の増加額 
  (△減少額) 

 △4 △1 0

４ 退職給付引当金の増加額 
  (△減少額) 

 69 △6 91

５ 受取利息及び受取配当金  △76 △127 △151
６ 支払利息  55 68 112
７ 為替差損(△差益)  △3 1 △62
８ 持分法による投資利益  △587 △392 △662
９ 持分変動損失  ― 1,073 ―
10 投資有価証券評価損  29 1 29
11 有形固定資産除却損  54 109 459
12 有形固定資産売却益  ― △472 ―
13 有形固定資産売却損  0 2 ―
14 投資有価証券売却益  ― 0 ―
15 売上債権の増加額  △156 △541 △772

16 たな卸資産の減少額 
(△増加額) 

 △167 8 △480

17 仕入債務の増加額  106 268 343
18 その他  △345 △174 737

小計  1,954 2,531 5,865
19 利息及び配当金の受取額  209 127 297
20 利息の支払額  △55 △67 △116
21 法人税等の支払額  △263 △518 △712

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,843 2,072 5,333

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入による支出  △11 △11 △12
２ 定期預金の払戻による収入  10 10 12

３ 有形固定資産の 
取得による支出 

 △2,131 △3,753 △5,269

４ 有形固定資産の 
売却による収入 

 0 515 13

５ 無形固定資産の 
取得による支出 

 △58 △67 △118

６ 投資有価証券の 
取得による支出 

 △181 △14 △196

７ 関係会社株式の 
取得による支出 

 ― △831 ―

８ 持分法適用会社の 
出資の払戻しによる収入 

 ― ― 1,413

９ 貸付けによる支出  △3 △8 △17
10 貸付金の回収による収入  17 19 36
11 その他  △22 △6 0

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,380 △4,149 △4,137



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入れによる収入  144 1,850 1,352

２ 短期借入金の 
返済による支出 

 △215 △2,100 △2,046

３ 長期借入れによる収入  ― 250 1,500

４ 長期借入金の 
  返済による支出 

 ― △47 ―

５ 自己株式売却による収入  0 ― 1

６ 自己株式取得による支出  △9 △7 △128

７ 配当金の支払額  △156 △175 △313

８ 少数株主への配当金の 
支払額 

 △0 ― 0

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △237 △230 364

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
係る換算差額 

 △23 215 175

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  (△減少額) 

 △797 △2,091 1,736

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  6,763 8,499 6,763

Ⅶ 現金及び現金同等物 
中間期末(期末)残高 

 5,965 6,408 8,499

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 子会社は、全て連結しておりま

す。 
連結子会社は15社であります。 
主要な連結子会社名は、西川物

産㈱、ニシカワ・オブ・アメリ

カInc.、ニシカワ・タチャプラ

ラート・ラバー・カンパニー

Ltd.であります。 

子会社は、全て連結しておりま

す。 
連結子会社は15社であります。 
主要な連結子会社名は、西川物

産㈱、ニシカワ・オブ・アメリ

カInc.、ニシカワ・タチャプラ

ラート・ラバー・カンパニー

Ltd.、上海西川密封件有限公司

であります。 
なお、連結子会社のニシカワ・

オブ・アメリカInc.は、同社の

連結子会社であるニシカワ・エ

ンジニアリング・オブ・アメリ

カInc.を平成19年７月２日に吸

収合併いたしました。また、ニ

シカワ・エンジニアリング・オ

ブ・アメリカInc.の中間決算日

は６月30日であり、中間連結財

務諸表の作成にあたっては、同

中間決算日現在の中間財務諸表

を使用しているため、連結子会

社の数に含めております。 

子会社は、全て連結しておりま

す。 
連結子会社等は15社でありま

す。 
主要な連結子会社名は、西川物

産㈱、ニシカワ・オブ・アメリ

カInc.、ニシカワ・タチャプラ

ラート・ラバー・カンパニー

Ltd.であります。 

２ 持分法の適用に関する事項 (1) 持分法適用の関連会社は、

西川化成㈱、ニシカワ・ス

タンダード・カンパニー、

クーパー・スタンダード・

オートモーティブ・メキシ

コS.A.の３社であります。 

(1) 持分法適用の関連会社は、

ダイキョーニシカワ㈱、ニ

シカワ・スタンダード・カ

ンパニー、クーパー・スタ

ンダード・オートモーティ

ブ・メキシコS.A.の３社で

あります。 
  なお、西川化成㈱は平成19

年４月１日にジー・ピー・

ダイキョー㈱を吸収合併

し、社名をダイキョーニシ

カワ㈱に変更しておりま

す。 

(1) 関連会社３社に対する投資

について持分法を適用して

おります。持分法を適用し

た関連会社名については

「第１ 企業の概況」の４ 

関係会社の状況に記載して

おります。 

  (2) 持分法を適用していない関

連会社の当期純損益および

利益剰余金等の額のうち、

持分に見合う額の合計額

は、中間連結財務諸表に重

要な影響をおよぼしていな

いため、持分法を適用して

おりません。 

(2)     同左 (2) 持分法を適用していない関

連会社の当期純損益および

利益剰余金等の額のうち、

持分に見合う額の合計額

は、連結財務諸表に重要な

影響をおよぼしていないた

め、持分法を適用しており

ません。 
３ 連結子会社の(中間)決算日

等に関する事項 
連結子会社のうち、ニシカワ・

オブ・アメリカ Inc.、ニシカ

ワ・エンジニアリング・オブ・

アメリカ Inc.、ニシカワ・タ

チャプララート・ラバー・カン

パニーLtd.、上海西川密封件有

限公司、広州西川密封件有限公

司および西川橡胶(上海)有限公

司の６社の中間決算日は６月30

日であります。中間連結財務諸

表の作成にあたっては、同中間

決算日現在の中間財務諸表を使

用しており、中間連結決算日ま

での期間に発生した重要な取引

については連結上必要な調整を

行っております。 
その他の連結子会社の中間決算

日はすべて中間連結決算日と一

致しております。 

同左 連結子会社のうち、ニシカワ・

オブ・アメリカ Inc.、ニシカ

ワ・エンジニアリング・オブ・

アメリカ Inc.、ニシカワ・タ

チャプララート・ラバー・カン

パニーLtd.、上海西川密封件有

限公司、広州西川密封件有限公

司および西川橡胶(上海)有限公

司の６社の決算日は12月31日で

あります。連結財務諸表の作成

にあたっては、同決算日現在の

財務諸表を使用しており、連結

決算日までの期間に発生した重

要な取引については連結上必要

な調整を行っております。 
その他の連結子会社の決算日は

すべて連結決算日と一致してお

ります。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準およ

び評価方法 

 ① 有価証券 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結会計期間末日

の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全

部純資産直入法により

処理し、売却原価は移

動平均法により算定し

ております。) 

(1) 重要な資産の評価基準およ

び評価方法 

 ① 有価証券 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準およ

び評価方法 

 ① 有価証券 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定しておりま

す。) 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

   ② たな卸資産 

主として総平均法による原

価法を採用しております。 

 ② たな卸資産 

同左 

 ② たな卸資産 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

 ① 有形固定資産 

当社および国内連結子会社

は定率法を、在外連結子会

社は定額法を採用しており

ます。 

また、当社および国内連結

子会社は取得価額が10万円

以上20万円未満の少額減価

償却資産については、３年

間で均等償却する方法を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物及び構築物 ８～50年

機械装置及び 
運搬具 ４～10年

(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

    (会計方針の変更) 

当社および国内連結子会社は、

法人税法の改正((所得税法等の

一部を改正する法律 平成19年

３月30日 法律第６号)および

(法人税法施行令の一部を改正

する政令 平成19年３月30日

政令第83号))に伴い、当中間連

結会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。これにより、従

来の方法によった場合に比べ、

売上総利益は81百万円減少し、

営業利益、経常利益および税金

等調整前中間純利益は、それぞ

れ83百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える

影響については当該箇所に記載

しております。 

  



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    (追加情報) 

当社および国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当中間

連結会計期間より、平成19年３

月31日以前に取得した有形固定

資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連結会

計年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しておりま

す。これにより、従来の方法に

よった場合に比べ、売上総利益

は133百万円減少し、営業利

益、経常利益および税金等調整

前中間純利益は、それぞれ137

百万円減少しております。な

お、セグメント情報に与える影

響については当該箇所に記載し

ております。 

  

   ② 無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

なお、当社および国内連結

子会社のソフトウェア(自

社利用分)については、社

内における利用可能期間

(５年)による定額法を採用

しております。 

 ② 無形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権に係

る過去の貸倒実績率に基づ

く回収不能見込額および貸

倒懸念債権等の特定の債権

に係る個別の回収不能見込

額を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

   ② 賞与引当金 

従業員賞与の支払に備える

ため、下期中に支給するこ

とが見込まれる賞与総額の

うち、当中間連結会計期間

帰属分を引当計上しており

ます。 

 ② 賞与引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

従業員賞与の支払に備える

ため、翌期中に支給するこ

とが見込まれる賞与総額の

うち、当連結会計年度帰属

分を引当計上しておりま

す。 

   ③ 製品保証引当金 

当社は、製品の品質保証期

間内でのクレームによる保

証支出に備えるため、過去

の実績と当中間連結会計期

間の発生状況を考慮した支

出見込額を引当計上してお

ります。 

 ③ 製品保証引当金 

同左 

 ③ 製品保証引当金 

当社は、製品の品質保証期

間内でのクレームによる保

証支出に備えるため、過去

の実績と当連結会計年度の

発生状況を考慮した支出見

込額を引当計上しておりま

す。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   ④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当社および国内連結

子会社８社は、当連結会計

年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計

期間末において発生してい

ると認められる額を計上し

ております。なお、会計基

準変更時差異については８

年間で、数理計算上の差異

については発生の翌連結会

計年度から15年間で、それ

ぞれ均等額を費用処理して

おります。また、過去勤務

債務については８年間で定

額法により費用処理してお

ります。 

 ④ 退職給付引当金 

同左 

 ④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当社および国内連結

子会社８社は、当連結会計

年度末における退職給付債

務および年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度

末において発生していると

認められる額を計上してお

ります。なお、会計基準変

更時差異については８年間

で、数理計算上の差異につ

いては発生の翌連結会計年

度から15年間で、それぞれ

均等額を費用処理しており

ます。また、過去勤務債務

については８年間で定額法

により費用処理しておりま

す。 

   ⑤ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支払に備

えるため、当社および一部

の国内連結子会社の役員に

ついて内規に基づく当中間

連結会計期間末要支給額を

計上しております。 

 ⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

 ⑤ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支払に備

えるため、当社および一部

の国内連結子会社の役員に

ついて内規に基づく期末要

支給額を計上しておりま

す。 

  (4) 重要なリース取引の処理方

法 

  リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理を採用して

おります。 

(4) 重要なリース取引の処理方

法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処理方

法 

同左 

  (5) 重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   特例処理の要件を満たし

ている金利スワップについ

ては特例処理を、振当処理

の要件を満たしている為替

予約については振当処理

を、それぞれ採用しており

ます。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段 

    …金利スワップ、為替

予約 

  ・ヘッジ対象 

    …借入金、外貨建売掛

金 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

   ③ ヘッジ方針 

   各社の経理担当部門の管

理のもと、金利変動リスク

および為替変動リスク回避

のためにヘッジを行ってお

ります。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ手段の想定元本に

関する重要な条件とヘッジ

対象に関する重要な条件は

同一であり、かつ、ヘッジ

開始以降も継続してキャッ

シュ・フロー変動または相

場変動を完全に相殺するも

のと想定できるため、ヘッ

ジの有効性の判定は省略し

ております。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (6) その他中間連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   消費税および地方消費税

の会計処理は、税抜方式を

採用しております。 

(6) その他中間連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

(6) その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書(連結キャッシ

ュ・フロー計算書)におけ

る資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金でありま

す。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金・随時引き

出し可能な預金であります。 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間連結会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。従来の資本の部

の合計に相当する金額は35,633百万

円であります。 

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当連結会計年度から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は36,890百万円であり

ます。 

連結財務諸表規則の改正により、当

連結会計年度における連結財務諸表

は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

      

――― ――― (企業結合に係る会計基準等) 

当連結会計年度から「企業結合に係

る会計基準」(企業会計審議会 平

成15年10月31日)及び「事業分離等

に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 企業会

計基準第７号)並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」(企業会計基準委員

会 最終改正平成18年12月22日 企

業会計基準適用指針第10号)を適用

しております。 

連結財務諸表規則の改正による連結

財務諸表の表示に関する変更は以下

のとおりであります。 

  (連結貸借対照表) 

「連結調整勘定」は、当連結会計年

度から「負ののれん」として表示し

ております。 

  (連結損益計算書) 

「連結調整勘定償却額」は、当連結

会計年度から「負ののれん償却額」

として表示しております。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

(中間連結貸借対照表) 

前中間連結会計期間及び前連結会計年度において「連結

調整勘定」として掲記されていたものは、当中間連結会

計期間から「負ののれん」と表示しております。 

――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

※１ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、満

期日に決済が行われたものと

して処理しております。 

   なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高から除かれてお

ります。 

受取手形 65百万円

支払手形 113百万円

※１ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、満

期日に決済が行われたものと

して処理しております。 

   なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高から除かれてお

ります。 

受取手形 50百万円

支払手形 129百万円

※１ 期末日満期手形の会計処理に

ついては、満期日に決済が行

われたものとして処理してお

ります。 

   なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形を満

期日に決済が行われたものと

して処理しております。 

受取手形 13百万円

支払手形 78百万円

 ２ 偶発債務 

   銀行借入金に対する債務の保

証額 

ニシカワ・ 
スタンダード・ 
カンパニー 

235百万円

 ２ 偶発債務 

   銀行借入金に対する債務の保

証額 

ニシカワ・
スタンダード・
カンパニー 

115百万円

 ２ 偶発債務 

   銀行借入金に対する債務の保

証額 

ニシカワ・
スタンダード・ 
カンパニー 

177百万円

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１     ――― ※１ 固定資産売却益の内容は、下

記のとおりであります。 

土地 465百万円

※１     ――― 

※２ 固定資産除却損は建物の除却

によるものであります。 

※２ 固定資産除却損の内容は、下

記のとおりであります。 

建物及び構築物 17百万円

固定資産除却費用 39百万円

その他 0百万円

計 58百万円

※２ 固定資産除却損の内容は、下

記のとおりであります。 

建物及び構築物 45百万円

機械及び装置 8百万円

工具器具及び備品 7百万円

ソフトウェア 251百万円

固定資産除却費用 15百万円

その他 6百万円

計 335百万円

  ※３ 持分変動損失は、持分法適用

関連会社の西川化成株式会社

が平成19年４月１日にジー・

ピー・ダイキョー株式会社と

合併(新会社名はダイキョー

ニシカワ株式会社)したこと

により発生したものでありま

す。 

  



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   6,004株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増し請求による減少  660株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 19,995,387 ― ― 19,995,387 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 401,779 6,004 660 407,123 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 156 8 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月15日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 156 8 平成18年９月30日 平成18年12月８日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   4,921株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 19,995,387 ― ― 19,995,387 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 494,819 4,921 ― 499,740 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 175 9 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年11月15日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 175 9 平成19年９月30日 平成19年12月７日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 13,908株 

 平成18年11月15日の取締役会決議に基づく買付けによる増加 80,000株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増し請求による減少 868株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 19,995,387 ― ― 19,995,387 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 401,779 93,908 868 494,819 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 156 8 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

平成18年11月15日 
取締役会 

普通株式 156 8 平成18年９月30日 平成18年12月８日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 175 9 平成19年３月31日 平成19年６月29日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(百万円) 

現金及び預金勘定 5,977

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△12

現金及び現金同等物 5,965

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(百万円) 

現金及び預金勘定 6,420

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△12

現金及び現金同等物 6,408

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(百万円) 

現金及び預金勘定 8,510

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△10

現金及び現金同等物 8,499



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

  

機械装置 
及び 
運搬具 

(百万円) 

その他 
(工具器具 
及び備品) 
(百万円) 

  
合計 

  
(百万円)

取得価額 
相当額 18 235 253

減価償却 
累計額 
相当額 

6 185 191

中間期末 
残高 
相当額 

11 50 61

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

  

機械装置
及び 
運搬具 

(百万円)

その他
(工具器具
及び備品)
(百万円)

合計 
  

(百万円)

取得価額 
相当額 27 243 270

減価償却 
累計額 
相当額 

16 177 194

中間期末 
残高 
相当額 

10 65 76

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

機械装置
及び 

運搬具 
(百万円)

その他 
(工具器具 
及び備品) 
(百万円) 

  
合計 
  

(百万円) 

取得価額
相当額 23 243 267 

減価償却
累計額 
相当額 

11 209 220 

期末残高
相当額 12 34 47 

 (注) なお、取得価額相当額は、

有形固定資産の中間期末残

高等に占める未経過リース

料中間期末残高の割合が低

いため、中間連結財務諸表

規則第15条において準用す

る財務諸表等規則第８条の

６第２項の規定に基づき、

「支払利子込み法」により

算定しております。 

 (注) なお、取得価額相当額は、

有形固定資産の中間期末残

高等に占める未経過リース

料中間期末残高の割合が低

いため、中間連結財務諸表

規則第15条において準用す

る財務諸表等規則第８条の

６第２項の規定に基づき、

「支払利子込み法」により

算定しております。 

 (注) なお、取得価額相当額は、

有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期

末残高の割合が低いため、

連結財務諸表規則第15条の

３において準用する財務諸

表等規則第８条の６第２項

の規定に基づき、「支払利

子込み法」により算定して

おります。 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内 29百万円

１年超 31百万円

計 61百万円

未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内 24百万円

１年超 51百万円

計 76百万円

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 26百万円

１年超 20百万円

計 47百万円

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める

未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、中間

連結財務諸表規則第15条に

おいて準用する財務諸表等

規則第８条の６第２項の規

定に基づき、「支払利子込

み法」により算定しており

ます。 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める

未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、中間

連結財務諸表規則第15条に

おいて準用する財務諸表等

規則第８条の６第２項の規

定に基づき、「支払利子込

み法」により算定しており

ます。 

 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リ

ース料期末残高の割合が低

いため、連結財務諸表規則

第15条の３において準用す

る財務諸表等規則第８条の

６第２項の規定に基づき、

「支払利子込み法」により

算定しております。 

支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 23百万円

減価償却費相当額 23百万円

支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 17百万円

減価償却費相当額 17百万円

支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 42百万円

減価償却費相当額 42百万円

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

内訳 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 3,911 7,112 3,200

債券 ― ― ―

その他 404 404 0

合計 4,315 7,516 3,201

内訳 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 130

内訳 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 3,941 6,741 2,800

債券 ― ― ―

その他 404 387 △16

合計 4,345 7,129 2,784

内訳 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 128



前連結会計年度末(平成19年３月31日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

内訳 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 3,926 7,414 3,487

債券 ― ― ―

その他 404 411 6

合計 4,330 7,825 3,494

  
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 130



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引および為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため、注記の対

象から除いております。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引および為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため、注記の対

象から除いております。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引および為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため、注記の対

象から除いております。 

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

当社の事業区分の方法は、当社製品の市場における使用目的に応じて、自動車用部品と一般産業資材に区分しておりま

す。 

２ 各事業区分の主要製品 

  

区分 
自動車用部品 
(百万円) 

一般産業資材
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 23,113 2,266 25,379 ― 25,379

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― (―) ―

計 23,113 2,266 25,379 (―) 25,379

営業費用 22,272 2,238 24,510 ― 24,510

営業利益 841 27 868 (―) 868

事業区分 主要製品

自動車用部品 

(ゴム・樹脂シール製品) 
ドアーシール、ドリップシール、トランクシール、ウェザーストリップグラスラ
ン、ガスケット 
(内外装製品) 
ドアーオープニングトリム、外装モール、ウィンドモール 

一般産業資材 
住宅用外壁目地材、化粧用パフ、マンホール用ジョイントシール材、医療用ゴム製
品等 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

当社の事業区分の方法は、当社製品の市場における使用目的に応じて、自動車用部品と一般産業資材に区分しておりま

す。 

２ 各事業区分の主要製品 

  

３ 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年４月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これにより、従来の方法によった場合

に比べ、営業費用は自動車用部品事業で82百万円、一般産業資材事業で１百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少し

ております。 

４ 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産について、改正前の

法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。これにより、従

来の方法によった場合に比べ、営業費用は自動車用部品事業で122百万円、一般産業資材事業で15百万円増加し、営業利

益はそれぞれ同額減少しております。 

  

区分 
自動車用部品 
(百万円) 

一般産業資材
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 24,519 2,528 27,047 ― 27,047

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― (―) ―

計 24,519 2,528 27,047 (―) 27,047

営業費用 23,607 2,495 26,103 ― 26,103

営業利益 912 32 944 (―) 944

事業区分 主要製品

自動車用部品 

(ゴム・樹脂シール製品) 
ドアーシール、ドリップシール、トランクシール、ウェザーストリップグラスラ
ン、ガスケット 
(内外装製品) 
ドアーオープニングトリム、外装モール、ウィンドモール、ドアーホールシール 

一般産業資材 
住宅用外壁目地材、化粧用パフ、マンホール用ジョイントシール材、医療用ゴム製
品等 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

  事業区分の方法は、製品の市場における使用目的に応じて、自動車用部品と一般産業資材に区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品 

  

区分 
自動車用部品 
(百万円) 

一般産業資材
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に対する売上高 47,758 5,497 53,255 ― 53,255

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― (―) ―

計 47,758 5,497 53,255 (―) 53,255

営業費用 45,416 5,321 50,738 ― 50,738

営業利益 2,341 176 2,517 (―) 2,517

事業区分 主要製品

自動車用部品 

(ゴム・樹脂シール製品) 
ドアーシール、ドリップシール、トランクシール、ウェザーストリップグラスラ
ン、ガスケット 
(内外装製品) 
ドアーオープニングトリム、外装モール、ウィンドモール、ドアーホールシール 

一般産業資材 
住宅用外壁目地材、化粧用パフ、マンホール用ジョイントシール材、医療用ゴム製
品等 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) １ 国または地域は、地理的近接度によって区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

  アジア：タイ、中国等 

  その他の地域：アメリカ合衆国 

３ 前中間連結会計期間まで「北米」「その他の地域」として表示しておりましたセグメント区分は、当中間連結会計期間に

おいて北米地域に比べてアジア地域の重要性が増したため、それぞれ「その他の地域」と「アジア」に表示を変更してお

ります。 

  なお、この変更による金額的影響はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

(注) １ 国または地域は、地理的近接度によって区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

  アジア：タイ、中国等 

  その他の地域：アメリカ合衆国 

３ 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年４月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これにより、従来の方法によった場合

に比べ、営業費用は日本で83百万円増加し、営業利益は同額減少しております。 

４ 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産について、改正前の

法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。これにより、従

来の方法によった場合に比べ、営業費用は、日本で137百万円増加し、営業利益は同額減少しております。 

  

  
日本 

(百万円) 
アジア
(百万円) 

その他の地域
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高および営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

22,093 2,693 593 25,379 ― 25,379

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,261 262 0 1,524 (1,524) ―

計 23,354 2,955 593 26,903 (1,524) 25,379

営業費用 22,748 2,759 540 26,047 (1,536) 24,510

営業利益 606 196 53 855 12 868

  
日本 

(百万円) 
アジア
(百万円) 

その他の地域
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高および営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

22,262 4,051 734 27,047 ― 27,047

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,165 279 1 1,445 (1,445) ―

計 23,427 4,330 736 28,493 (1,445) 27,047

営業費用 23,109 3,749 670 27,529 (1,426) 26,103

営業利益 317 580 65 964 (19) 944



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 国または地域は、地理的近接度によって区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

アジア：タイ、中国等 

その他の地域：アメリカ合衆国 

  

区分 
日本 

(百万円) 
アジア
(百万円) 

その他の地域
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高および営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

45,649 6,538 1,068 53,255 ― 53,255

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

2,571 546 2 3,120 (3,120) ―

計 48,220 7,084 1,071 56,376 (3,120) 53,255

営業費用 46,332 6,528 995 53,855 (3,117) 50,738

営業利益 
又は営業損失(△) 

1,888 555 76 2,520 (3) 2,517



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) １ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

北米：アメリカ合衆国、カナダ、メキシコ 

その他：東アジア及び東南アジア諸国、ヨーロッパ諸国 

２ 連結売上高に占める各区分毎の売上高の割合がいずれも10％未満であるため、国または地域の記載を省略しております。

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

(注) 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

 アジア：中国、タイ、韓国等 

 その他：アメリカ、カナダ、メキシコ、ヨーロッパ諸国等 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

 アジア：中国、タイ、韓国等 

 その他：アメリカ、カナダ、メキシコ、ヨーロッパ諸国等 

  

区分 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,815

Ⅱ 連結売上高(百万円) 25,379

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 19.0

  アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,784 2,594 6,378

Ⅱ 連結売上高(百万円) 27,047

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 14.0 9.6 23.6

  アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,991 4,539 10,530

Ⅱ 連結売上高(百万円) 53,255

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 11.3 8.5 19.8



(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,819.10円 １株当たり純資産額 1,910.71円 １株当たり純資産額 1,891.75円

１株当たり中間純利益 54.53円 １株当たり中間純利益 17.11円 １株当たり当期純利益 92.05円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

項目 
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間連結損益計算書(連結損益計算書)上の中
間(当期)純利益 1,068百万円 333百万円 1,799百万円

普通株式に係る中間(当期)純利益 1,068百万円 333百万円 1,799百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円 ―百万円 ―百万円

普通株式の期中平均株式数 19,590,207株 19,498,768株 19,554,064株



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

持分法適用関連会社の西川化成㈱が平成19年４月１日にジー・ピー・ダイキョー㈱を吸収合併し、ダイキョー

ニシカワ㈱となりました。本合併は共通支配下の取引に該当し、「企業結合に係る会計基準」(「企業結合に係る

会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成15年10月31日))及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 最終改正平成18年12月22日)に基づき会計処理を行

うこととなります。 

   

③ 被合併会社から引継いだ資産、負債及び純資産の内訳 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

① 被合併会社の事業の内容 自動車用部品製造 

② 企業結合の目的 経営資源の有効活用により、企業価値の向上、ひいては世界競

争に打ち勝つことができる磐石な企業体質を構築する。 

科目 金額(百万円) 科目 金額(百万円) 

(資産の部) （負債の部）  

現金及び預金 1,141 仕入債務 10,169

売上債権 13,888 借入金 16,650

有形固定資産 15,870 引当金 2,623

その他資産 8,418 その他負債 10,545

貸倒引当金 △1,664 負債の部合計 39,989

資産の部合計 37,654 純資産合計 △2,335



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   3,194   3,132 4,233   

２ 受取手形 ※２ 537   531 679   

３ 売掛金   12,131   11,660 11,779   

４ たな卸資産   2,093   2,212 2,178   

５ 繰延税金資産   327   419 401   

６ その他   784   872 678   

貸倒引当金   ―   △1 △1   

流動資産合計    19,068 38.0 18,828 36.4   19,950 38.5

Ⅱ 固定資産          

(1) 有形固定資産 ※１        

１ 建物   2,567   3,739 2,514   

２ 機械及び装置   5,251   5,198 5,185   

３ 土地   2,843   2,833 2,843   

４ 建設仮勘定   921   1,496 1,565   

５ その他   1,574   1,608 1,433   

有形固定資産合計   13,159   14,876 13,543   

(2) 無形固定資産   488   286 290   

(3) 投資その他の資産          

１ 投資有価証券   7,529   7,150 7,844   

２ 関係会社株式   5,766   5,918 5,766   

３ 関係会社出資金   2,699   3,102 3,102   

４ 繰延税金資産   50   30 ―   

５ その他   1,441   1,595 1,403   

貸倒引当金   △4   △4 △47   

投資その他の 
資産合計   17,482   17,791 18,070   

固定資産合計    31,129 62.0 32,955 63.6   31,903 61.5

資産合計    50,198 100.0 51,783 100.0   51,854 100.0

           



  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形 ※２ 1,691   1,811 1,783   

２ 買掛金   5,863   6,096 5,991   

３ 短期借入金   4,410   3,910 4,320   

４ １年以内返済予定の 
  長期借入金   800   600 200   

５ 未払金   537   899 527   

６ 未払法人税等   222   169 423   

７ 未払消費税等   91   8 144   

８ 賞与引当金   599   630 604   

９ 製品保証引当金   54   211 205   

10 設備支払手形   982   1,092 997   

11 その他   630   643 615   

流動負債合計    15,882 31.6 16,073 31.0   15,813 30.5

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金   2,300   3,550 3,700   

２ 繰延税金負債   ―   ― 80   

３ 退職給付引当金   2,528   2,568 2,576   

４ 役員退職慰労引当金   215   253 232   

５ その他   22   2 22   

固定負債合計    5,066 10.1 6,375 12.3   6,610 12.8

負債合計    20,948 41.7 22,448 43.3   22,424 43.3

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    3,364 6.7 3,364 6.5   3,364 6.5

２ 資本剰余金          

(1) 資本準備金   3,661   3,661 3,661   

(2) その他資本剰余金   2   2 2   

資本剰余金合計    3,663 7.3 3,663 7.1   3,663 7.1

３ 利益剰余金          

(1) 利益準備金   690   690 690   

(2) その他利益剰余金          

固定資産 
圧縮積立金   ―   369 ―   

研究開発積立金   200   200 200   

別途積立金   19,086   19,386 19,086   

繰越利益剰余金   748   410 730   

利益剰余金合計    20,725 41.3 21,056 40.7   20,707 39.9

４ 自己株式    △387 △513   △506 

株主資本合計    27,366 54.5 27,570 53.3   27,229 52.5

Ⅱ 評価・換算差額等          

  その他有価証券 
  評価差額金    1,883 1,764   2,200 

評価・換算差額等 
合計    1,883 3.8 1,764 3.4   2,200 4.2

純資産合計    29,249 58.3 29,334 56.7   29,429 56.7

負債純資産合計    50,198 100.0 51,783 100.0   51,854 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    22,420 100.0 23,123 100.0   46,258 100.0

Ⅱ 売上原価    19,330 86.2 20,018 86.6   39,452 85.3

売上総利益    3,089 13.8 3,104 13.4   6,806 14.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費    2,650 11.8 2,814 12.2   5,333 11.5

営業利益    439 2.0 290 1.2   1,472 3.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  507 2.2 357 1.6   755 1.6

Ⅴ 営業外費用 ※２  139 0.6 177 0.8   283 0.6

経常利益    807 3.6 470 2.0   1,945 4.2

Ⅵ 特別利益 ※３  1 0.0 507 2.2   59 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４  29 0.1 113 0.5   534 1.1

税引前中間 
(当期)純利益    778 3.5 864 3.7   1,470 3.2

法人税、住民税 
及び事業税   275   197 691   

過年度法人税、 
住民税及び事業税   ―   ― 64   

法人税等調整額   △41 233 1.0 142 339 0.6 31 787 1.7

中間(当期)純利益    544 2.4 524 2.3   683 1.5

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

項目 

株主資本

資本金 
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,364 3,661 1 3,663

中間会計期間中の変動額    

 剰余金の配当    

 役員賞与    

 別途積立金積立    

 中間純利益    

 自己株式の取得    

 自己株式の処分   0 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)    

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 0 0

平成18年９月30日残高(百万円) 3,364 3,661 2 3,663

項目 

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金

合計 研究開発 
積立金 別途積立金

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 690 200 18,486 982 20,359 △378 27,008

中間会計期間中の変動額     

 剰余金の配当   △156 △156   △156

 役員賞与   △21 △21   △21

 別途積立金積立   600 △600   

 中間純利益   544 544   544

 自己株式の取得   △9 △9

 自己株式の処分   0 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)     

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 600 △233 366 △8 358

平成18年９月30日残高(百万円) 690 200 19,086 748 20,725 △387 27,366

項目 
評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,216 2,216 29,224

中間会計期間中の変動額  

 剰余金の配当 △156

 役員賞与 △21

 別途積立金積立  

 中間純利益 544

 自己株式の取得 △9

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △333 △333 △333

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △333 △333 24

平成18年９月30日残高(百万円) 1,883 1,883 29,249



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  

項目 

株主資本

資本金 
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 3,364 3,661 2 3,663

中間会計期間中の変動額    

 剰余金の配当    

 別途積立金積立    

 固定資産圧縮積立金積立    

 中間純利益    

 自己株式の取得    

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)    

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― ―

平成19年９月30日残高(百万円) 3,364 3,661 2 3,663

項目 

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本
合計 利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金

合計 固定資産 
圧縮積立金 

研究開発
積立金 別途積立金

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日残高(百万円) 690 ― 200 19,086 730 20,707 △506 27,229

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当     △175 △175   △175

 別途積立金積立     300 △300   

 固定資産圧縮積立金積立   369 △369   

 中間純利益     524 524   524

 自己株式の取得     △7 △7

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)       

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― 369 ― 300 △320 348 △7 341

平成19年９月30日残高(百万円) 690 369 200 19,386 410 21,056 △513 27,570

項目 
評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,200 2,200 29,429

中間会計期間中の変動額  

 剰余金の配当 △175

 別途積立金積立  

 固定資産圧縮積立金積立  

 中間純利益 524

 自己株式の取得 △7

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △436 △436 △436

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △436 △436 △95

平成19年９月30日残高(百万円) 1,764 1,764 29,334



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  

項目 

株主資本

資本金 
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 3,364 3,661 1 3,663

事業年度中の変動額    

 剰余金の配当    

 役員賞与    

 別途積立金積立    

 当期純利益    

 自己株式の取得    

 自己株式の処分   0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)    

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 0 0

平成19年３月31日残高(百万円) 3,364 3,661 2 3,663

項目 

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金

合計 研究開発 
積立金 別途積立金

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 690 200 18,486 982 20,359 △378 27,008

事業年度中の変動額     

 剰余金の配当   △313 △313   △313

 役員賞与   △21 △21   △21

 別途積立金積立   600 △600   

 当期純利益   683 683   683

 自己株式の取得   △128 △128

 自己株式の処分   0 1

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)     

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 600 △251 348 △127 221

平成19年３月31日残高(百万円) 690 200 19,086 730 20,707 △506 27,229

項目 
評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,216 2,216 29,224

事業年度中の変動額  

 剰余金の配当 △313

 役員賞与 △21

 別途積立金積立  

 当期純利益 683

 自己株式の取得 △128

 自己株式の処分 1

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △16 △16 △16

事業年度中の変動額合計(百万円) △16 △16 204

平成19年３月31日残高(百万円) 2,200 2,200 29,429



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方

法 

      

 (1) 有価証券 ① 子会社株式及び関連会社株

式 

    移動平均法による原価

法 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

① 子会社および関連会社株式 

  

同左 

  ② その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間会計期間末日の市

場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定してお

ります。) 

② その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定しております。) 

     時価のないもの 

    移動平均法による原価

法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

 (2) たな卸資産 製品・原材料・仕掛品 

 総平均法による原価法 

製品・原材料・仕掛品 

同左 

製品・原材料・仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法       

 (1) 有形固定資産 定率法 

取得価額が10万円以上20万円未

満の少額減価償却資産について

は、３年間で均等償却する方法

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物及び構築物 ８～50年

機械装置及び運搬具 ４～10年

同左 同左 

    (会計方針の変更) 

法人税法の改正((所得税法等の

一部を改正する法律 平成19年

３月30日 法律第６号)および

(法人税法施行令の一部を改正

する政令 平成19年３月30日

政令第83号))に伴い、当中間会

計期間より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更して

おります。これにより、従来の

方法によった場合に比べ、売上

総利益は61百万円減少し、営業

利益、経常利益および税引前中

間純利益は、それぞれ62百万円

減少しております。 

  



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    (追加情報) 

法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年３月31

日以前に取得した有形固定資産

については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達し

た会計年度の翌会計年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。これによ

り、従来の方法によった場合に

比べ、売上総利益は116百万円

減少し、営業利益、経常利益お

よび税引前中間純利益は、それ

ぞれ119百万円減少しておりま

す。 

  

 (2) 無形固定資産 定額法 

なお、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における

利用可能期間(５年)による定額

法を採用しております。 

同左 同左 

３ 引当金の計上基準       

 (1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権に係る過去の

貸倒実績率に基づく回収不能見

込額および貸倒懸念債権等の特

定の債権に係る個別の回収不能

見込額を計上しております。 

同左 同左 

 (2) 賞与引当金 従業員賞与の支払に備えるた

め、下期中に支給することが見

込まれる賞与総額のうち当中間

会計期間帰属分を引当計上して

おります。 

同左 従業員賞与の支払に備えるた

め、翌期中に支給することが見

込まれる賞与総額のうち当期帰

属分を引当計上しております。 

 (3) 製品保証引当金 製品の品質保証期間内でのクレ

ームによる保証支出に備えるた

め、過去の実績と当中間会計期

間の発生状況を考慮した支出見

込額を引当計上しております。 

同左 製品の品質保証期間内でのクレ

ームによる保証支出に備えるた

め、過去の実績と当期の発生状

況を考慮した支出見込額を引当

計上しております。 

 (4) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異につ

いては８年間で、数理計算上の

差異については発生の翌期から

15年間で、それぞれ均等額を費

用処理しております。また、過

去勤務債務については８年間で

定額法により費用処理しており

ます。 

同左 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務および年金資産の見込額に基

づき、当期末において発生して

いると認められる額を計上して

おります。 

なお、会計基準変更時差異につ

いては８年間で、数理計算上の

差異については発生の翌期から

15年間で、それぞれ均等額を費

用処理しております。また、過

去勤務債務については８年間で

定額法により費用処理しており

ます。 

 (5) 役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支払に備える

ため、内規に基づく当中間会計

期間末要支給額を計上しており

ます。 

同左 役員退職慰労金の支払に備える

ため、当社内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 



  

  

次へ 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

  特例処理の要件を満たして

いる金利スワップについて

は特例処理を、振当処理の

要件を満たしている為替予

約については振当処理を、

それぞれ採用しておりま

す。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段… 金 利 ス ワ ッ

プ、為替予約

・ヘッジ対象… 借入金、外貨

建売掛金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

  経理部門の管理のもと、将

来の金利変動リスクおよび

為替変動リスク回避のため

にヘッジを行っておりま

す。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ手段の想定元本に関

する重要な条件とヘッジ対

象に関する重要な条件は同

一であり、かつ、ヘッジ開

始以降も継続してキャッシ

ュ・フロー変動または相場

変動を完全に相殺するもの

と想定できるため、ヘッジ

の有効性の判定は省略して

おります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６ その他中間財務諸表(財務

諸表)作成のための基本と

なる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式を採用しており

ます。なお、未収消費税等は、

流動資産の「未収入金」に含め

て表示しております。 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式を採用しており

ます。 

同左 



会計処理の変更 

  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日)を適

用しております。これによる損益に

与える影響はありません。なお、従

来の資本の部の合計に相当する金額

は29,249百万円であります。 

中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間財務諸

表は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当期から「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の資本の部の合計に相当

する金額は29,429百万円でありま

す。 

財務諸表等規則の改正により、当期

における財務諸表は、改正後の財務

諸表等規則により作成しておりま

す。 

      

――― ――― (企業結合に係る会計基準) 

当事業年度から「企業結合に係る会

計基準」(企業会計審議会 平成15

年10月31日)及び「事業分離等に関

する会計基準」(企業会計基準委員

会 平成17年12月27日 企業会計基

準第７号)並びに「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」(企業会計基準委員会

最終改正平成18年12月22日 企業会

計基準適用指針第10号)を適用して

おります。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

39,063百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

39,907百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

39,297百万円 

※２ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして

処理しております。 

   なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高から除かれております。 

受取手形 45百万円

支払手形 36 〃 

※２ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして

処理しております。 

   なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高から除かれております。 

受取手形 41百万円

支払手形 36 〃 

※２ 期末日満期手形の会計処理に

ついては、満期日に決済が行

われたものとして処理してお

ります。 

   なお、当期末日が金融機関の

休日であったため、次の期末

日満期手形を満期日に決済が

行われたものとして処理して

おります。 

受取手形 61百万円

支払手形 38 〃 

 ３ 偶発債務 

   銀行借入金に対する債務の保

証額 

ニシカワ・ 
スタンダード・ 
カンパニー 

235百万円

ニシカワ・ 
タチャプラ 
ラート・ラバー 
・カンパニー 

125百万円

上海西川密封件 
有限公司 

216百万円

計 577百万円

 ３ 偶発債務 

   銀行借入金に対する債務の保

証額 

ニシカワ・
スタンダード・
カンパニー 

115百万円

ニシカワ・
タチャプラ 
ラート・ラバー
・カンパニー 

44百万円

上海西川密封件
有限公司 

222百万円

計 382百万円

 ３ 偶発債務 

   銀行借入金に対する債務の保

証額 

ニシカワ・
スタンダード・ 
カンパニー 

177百万円

ニシカワ・
タチャプラ 
ラート・ラバー 
・カンパニー 

58百万円

上海西川密封件
有限公司 

221百万円

計 457百万円



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 16百万円

受取配当金 314百万円

受入賃貸料 121百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 18百万円

受取配当金 185百万円

受入賃貸料 119百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 33百万円

受取配当金 386百万円

受入賃貸料 242百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 45百万円

固定資産除却損 23百万円

貸与資産費用 42百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 56百万円

固定資産除却損 47百万円

貸与資産費用 41百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 87百万円

固定資産除却損 95百万円

貸与資産費用 86百万円

※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金 
戻入益 

1百万円

※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金
戻入益 

42百万円

土地売却益 465百万円

※３ 特別利益の主要項目 

前期損益修正益 59百万円

※４ 特別損失の主要項目 

投資有価証券 
評価損 

29百万円

※４ 特別損失の主要項目 

投資有価証券
評価損 

1百万円

固定資産除却損 32百万円

関係会社株式
評価損 

80百万円

※４ 特別損失の主要項目 

投資有価証券 
評価損 

29百万円

固定資産除却損 312百万円

貸倒引当金
繰入額 

42百万円

製品保証
引当金繰入 

150百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,030百万円

無形固定資産 66百万円

計 1,096百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,240百万円

無形固定資産 44百万円

計 1,285百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,265百万円

無形固定資産 84百万円

計 2,350百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加   6,004株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買増し請求による減少  660株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加   4,921株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加 13,908株 

平成18年11月15日の取締役会決議に基づく買付けによる増加 80,000株 

  減少数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買増し請求による減少 868株 

  

前へ   次へ 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 401,779 6,004 660 407,123 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 494,819 4,921 ― 499,740 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 401,779 93,908 868 494,819 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

  
工具器具 
及び備品 

取得価額相当額 5百万円

減価償却累計額相当額 4百万円

中間期末残高相当額 0百万円

リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

  
工具器具
及び備品 

取得価額相当額 8百万円

減価償却累計額相当額 8百万円

中間期末残高相当額 0百万円

リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

  
工具器具 
及び備品 

取得価額相当額 8百万円

減価償却累計額相当額 8百万円

期末残高相当額 0百万円

 (注) なお、取得価額相当額は、

有形固定資産の中間期末残

高等に占める未経過リース

料中間期末残高の割合が低

いため、中間財務諸表等規

則第５条の３において準用

する財務諸表等規則第８条

の６第２項の規定に基づ

き、「支払利子込み法」に

より算定しております。 

 (注) なお、取得価額相当額は、

有形固定資産の中間期末残

高等に占める未経過リース

料中間期末残高の割合が低

いため、中間財務諸表等規

則第５条の３において準用

する財務諸表等規則第８条

の６第２項の規定に基づ

き、「支払利子込み法」に

より算定しております。 

 (注) なお、取得価額相当額は、

有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期

末残高の割合が低いため、

財務諸表等規則第８条の６

第２項の規定に基づき、

「支払利子込み法」により

算定しております。 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内 0百万円

１年超 0百万円

計 0百万円

未経過リース料中間期末残高相当額 

１年以内 0百万円

１年超 0百万円

計 0百万円

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 0百万円

１年超 0百万円

計 0百万円

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める

未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、中間

財務諸表等規則第５条の３

において準用する財務諸表

等規則第８条の６第２項の

規定に基づき、「支払利子

込み法」により算定してお

ります。 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める

未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、中間

財務諸表等規則第５条の３

において準用する財務諸表

等規則第８条の６第２項の

規定に基づき、「支払利子

込み法」により算定してお

ります。 

 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リ

ース料期末残高の割合が低

いため、財務諸表等規則第

８条の６第２項の規定に基

づき、「支払利子込み法」

により算定しております。 

支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2百万円

支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0百万円

支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2百万円

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 



(有価証券関係) 

  

  

(企業結合等関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前へ     

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

子会社株式および関連会社株式で時

価のあるものはありません。 

同左 同左 



(2) 【その他】 

第59期(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日)中間配当については、平成19年11月15日開催の取締役会

において、平成19年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中

間配当を行うことを決議いたしました。 

  

① 中間配当金の総額 175百万円

② １株当たり中間配当金 ９円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成19年12月７日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

平成19年４月３日、平成19年５月９日、平成19年６月８日、平成19年７月５日、平成19年８月７日、平成19年９月

12日、平成19年10月２日中国財務局長に提出。 

  

  

(1) 有価証券報告書およびその添付書類 

  事業年度 第58期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

平成19年６月29日中国財務局長に提出。 

    

(2) 自己株券買付状況報告書 

    

(3) 有価証券報告書(第58期)の訂正報告書 

  平成19年９月28日中国財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月14日

西川ゴム工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている西川ゴ

ム工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、西川ゴム工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  佐  上  芳  春  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  山  本  昭  人  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  尾  﨑  更  三  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月14日

西川ゴム工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる西川ゴム工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、西川ゴム工業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  佐  上  芳  春  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  下  西  富  男  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  尾  﨑  更  三  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月14日

西川ゴム工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている西川ゴ

ム工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第58期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、西川ゴム工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  佐  上  芳  春  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  山  本  昭  人  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  尾  﨑  更  三  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月14日

西川ゴム工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる西川ゴム工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第59期事業年度の中間会計期間(平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、西川ゴム工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  佐  上  芳  春  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  下  西  富  男  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
  公認会計士  尾  﨑  更  三  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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